
  
 
                    

令和２年度第１回  岡山市国民健康保険運営協議会 会議次第 

 
日時：令和２年８月６日（木） 

                      午後２時～ 
場所：岡山市役所本庁舎７階大会議室 

 
 

１ 開  会 
 
 
２ あいさつ 
 
 
３ 議  事 
 
（１）令和元年度国民健康保険事業について 
 
 
 
４ 報  告 
  
（１）新型コロナウイルス感染症における対応について 
 
（２）その他 
 
 
５ そ の 他 
 
 
６ 閉  会 
 



 

 



 

 
岡 山 市 

国民健康保険運営協議会資料 
 
 

日時：令和２年８月６日（木）午後２時～ 
場所：岡山市役所本庁舎７階大会議室 

 
 

保健福祉局保健福祉部国保年金課 
 

 



 

目  次 

３ 議 事 

（１）令和元年度国民健康保険事業について 

   １ 国保制度の概要                ………………………………………………………………P1 

   ２ 令和元年度決算（見込）            ………………………………………………………………P4 

   ３ 国民健康保険費特別会計財政収支             ………………………………………………………………P7 

   ４ 療養の給付の前年度対比             ………………………………………………………………P8 

   ５ 令和元年度における収納率向上対策について    ………………………………………………………………P11 

   ６ 医療費適正化対策事業について         ………………………………………………………………P13 

 

４ 報 告 

（１）新型コロナウイルス感染症における対応について 

１．新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金の支給について   ……………………P19 

２．新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者に係る国民健康保険料の減免について …P27 

３．直近の医療費の状況について（速報版）      ………………………………………………………………P36 

（２）その他 

  チラシ（２０２１年３月（予定）からマイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになります） 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 



-1-出典：平成31年3月12日全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議

１　国保制度の概要

（１）



-2-
出典：令和2年2月18日全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議

（２）



市町村国保が抱える構造的な課題

① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・65 74歳の割合：市町村国保（38.9％）、健保組合（3.0％）
・一人あたり医療費：市町村国保（35.0万円）、健保組合（14.9万円）

１．年齢構成

２．財政基盤
② 所得水準が低い
・加入者一人当たり平均所得：市町村国保（84.4万円）、健保組合（207万円（推計）） ・無所得世帯割合：28.4％

③ 保険料負担が重い
・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得 市町村国保（9.8％）、健保組合（5.7％）※健保は本人負担分のみの推計値

④ 保険料の収納率
・収納率：平成11年度 91.38％ ⇒ 平成27年度 91.45％
・最高収納率：95.49％（島根県） ・最低収納率：87.44％（東京都）

⑤ 一般会計繰入・繰上充用
・市町村による法定外繰入額：約3,900億円 うち決算補てん等の目的：約3,000億円 繰上充用額：約960億円（平成27年度）

３．財政の安定性・市町村格差
⑥ 財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在
・1716保険者中3,000人未満の小規模保険者 471（全体の1/4）

⑦ 市町村間の格差
・一人あたり医療費の都道府県内格差 最大：2.6倍（北海道） 最小：1.1倍（富山県）
・一人あたり所得の都道府県内格差 最大：22.4倍（北海道） 最小：1.2倍（福井県）
・一人当たり保険料の都道府県内格差 最大：3.6 最小：1.3

○年◎月付け厚生労働省
Xx資料から抜粋

出典：平成31年3月12日付け全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議から抜粋
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２．令和元年度決算（見込）【歳入の部】
(単位：百万円)

当初予算

項 差引増減額

13,303 12,954 ▲ 349
１ 　国民健康保険料 13,303 12,954 ▲ 349

1 1 0

１ 　国民健康保険税 1 1 0

2 0 ▲ 2
１　一部負担金 2 0 ▲ 2
 21 33 12

１　 国庫負担金 0 0 0

２　 国庫補助金 21 33 12

48,108 49,813 1,705

１　 県負担金 0 0 0

２ 　県補助金 48,108 49,813 1,705

18 5 ▲ 13
1　財産運用収入 18 5 ▲ 13

7,876 7,624 ▲ 252
１ 　他会計繰入金 7,061 7,024 ▲ 37
２ 　基金繰入金 815 600 ▲ 215 ・基金からの繰入金

37 606 569

１ 　繰越金 37 606 569

332 270 ▲ 62
１ 　延滞金加算金及び過料 65 109 44

３ 　貸付金元利収入 105 38 ▲ 67
10  雑入 162 123 ▲ 39

69,698 71,306 1,608歳入合計

22  繰入金
・一般会計からの繰入金

23  繰越金 ・前年度からの繰越金

24  諸収入
・保険料の延滞金や、国保資格喪失後の受診に係る不当利得の返還金、第三者行為による損害
賠償金など

18  国庫支出金 ・事務費補助金

19  県支出金
・普通交付金：保険給付に要した費用が県から交付されるもの
・特別交付金：市町村ごとの個別の事情、事業に応じて交付されるもの

20  財産収入 ・国民健康保険事業基金に利子が発生した場合の受入れ

3 　一部負担金 ・一部負担金の猶予を行った際の受入れ

款
決算（見込）

備考

１ 　国民健康保険料
・国民健康保険事業の費用に充てるため、世帯主などの納付義務者から徴収
・医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分に分かれている

２ 　国民健康保険税 ・旧合併4町における合併以前に課税された保険税の滞納繰越分
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令和元年度決算（見込）　【歳出の部】

　 （単位：百万円）

当初予算

項 差引増減額

794 846 52

１ 総務管理費 729 698 ▲ 31
１　 総務費 10 運営協議会費 1 1 0

15 特別対策事業費 64 147 83 ・収納率向上特別対策事業、医療費適正化特別対策事業に係る費用

47,689 49,057 1,368

１ 療養諸費 41,040 42,532 1,492 ・療養の給付費、療養費

５ 高額療養費 6,342 6,296 ▲ 46 ・限度額を超えて一部負担金を支払ったとき、その超えた額を返還するもの

７ 移送費 1 0 ▲ 1 ・移動困難な患者を医師の指示により、緊急的な必要性があって移送する場合に支給されるもの

12 出産育児諸費 260 186 ▲ 74 ・国保被保険者が出産したときに、出産育児一時金を支給

15 葬祭諸費 46 43 ▲ 3 ・国保被保険者が死亡したときに、葬祭を行った者に対して葬祭費を支給

20,381 20,381 0

1 医療給付費分 14,947 14,947 0 ・県において保険給付費等交付金に充てるための各市町村が納付

2 後期高齢者
　支援金等分 4,086 4,086 0 ・後期高齢者医療制度への拠出金として、各医療保険者が負担するもの

3 介護納付金分 1,348 1,348 0 ・介護保険第２号被保険者分の納付金を保険者が納付

1 0 ▲ 1
１ 共同事業拠出金 1 0 ▲ 1

414 367 ▲ 47
１ 保健事業費 414 367 ▲ 47 ・保健事業の実施に要する費用

18 5 ▲ 13
1　基金積立金 18 5 ▲ 13 ・国民健康保険事業基金への積立に要する費用

400 377 ▲ 23
１ 貸付金 105 38 ▲ 67 ・高額療養費、出産育児一時金の一部を貸し付けるもの

５ 償還金及び還付加算金 286 339 53 ・国庫への償還金など

15 雑出 9 0 ▲ 9 ・指定公費負担金

1 0 ▲ 1
1 予備費 1 0 ▲ 1

69,698 71,033 1,335

  
　　

歳出合計

7　国民健康保険
　事業費納付金

8　共同事業拠出金

10　保健事業費

12　基金積立金

15  諸支出金

20　予備費

款
決算（見込）

備考

・国民健康保険事業の運営に係る費用

５ 　保険給付費
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【歳出の主な増減理由】

〇保険給付費　＋１，３６８百万円

・被保険者数は見込みより少なかったが、一人当たり医療費が増加したことによる増

【歳入の主な増減理由】

〇国民健康保険料　▲３４９百万円

・被保険者数が見込みより少なかった等による減

〇県支出金　＋１，７０５百万円

・歳出の保険給付費の増に伴う県普通交付金の増など

〇繰入金　▲２５２百万円

・前年度決算の繰越金を充当し、基金取り崩し額を減額したため

〇繰越金　＋５６９百万円

　　【被保険者数　予算　137,850人 ⇒　136,766人　(99.21%）、　一人あたり医療費　予算　410,044円 ⇒　417,024円(101.70%）】

・前年度の決算剰余金を保険給付費等交付金（保険給付に要する費用に充てるもの）の精算返還
に充て、その残を繰越金として計上

■令和元年度決算（見込み）　主な増減理由

令和元年度収支（見込）

（歳入） （歳出） （収支差）

７１，３０６百万円 － ７１，０３３百万円 ＝ ２７３百万円
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３　国民健康保険費特別会計財政収支
（単位：千円）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
令和２年度
（当初予算）

75,101,190 74,599,120 86,596,458 84,787,910 83,877,052 71,280,055 71,306,364 68,546,981

72,733,247 73,379,794 85,616,140 82,641,929 82,882,963 70,673,792 71,033,486 68,546,981

2,367,943 1,219,326 980,318 2,145,981 994,089 606,263 272,878 0

2,367,943 1,219,326 80,318 2,145,981 994,089 606,263 272,878 0

0 0 900,000 0 0 0 0 0

法定外繰入－④ 2,980,000 1,200,000 2,850,000 2,850,000 1,100,000 1,320,000 1,520,000 500,000

前年度からの繰越金-⑤ 1,790,588 2,367,943 1,219,326 80,318 2,145,981 994,089 606,263 37,000

基金からの繰入金－⑥ 0 0 0 0 0 40,000 600,000 0

前年度への繰上充用金－
⑦

0 0 0 0 0 0 0 0

基金積立金－⑧ 980,340 475,388 1,022,611 763 2,179 5,686 5,282 17,408

一般会計繰出金－⑨ 0 0 0 0 2,145,981 0 0 0

△ 1,422,305 △ 1,873,229 △ 2,066,397 △ 783,574 △ 103,732 △ 1,742,140 △ 2,448,103 -

※法定外繰入、前年度からの繰越金、前年度への繰上充用を除く。

歳
入
関
係

歳
出
関
係

単年度収支※
（③－④－⑤－⑥＋⑦＋⑧＋⑨）

区　分

歳入合計－①

歳出合計－②

決算収支－③
（①－②）

翌年度繰越額

法第233条の2による基金積立金
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４　療養の給付の前年度対比 （年間累計について前年度との比較）

受診総件数
（件）

１人あたり
受診件数（件）

費用額総額
（千円）

１人あたり
費用額（円）

１件あたり
費用額（円）

保険者負担額
（千円）

145,738 2,394,047 16.427 58,242,361 399,637 24,328 42,651,195

（対前年度比） （96.87 ％） （97.69 ％） （100.84 ％） （98.87 ％） （102.07 ％） （101.21 ％） （98.99 ％）

141,335 2,345,597 16.596 57,193,009 404,663 24,383 41,995,147

 （対前年度比） （96.98 ％） （97.98 ％） （101.03 ％） （98.20 ％） （101.26 ％） （100.23 ％） （98.46 ％）

136,766 2,296,347 16.790 57,034,664 417,024 24,837 41,993,763

 （対前年度比） （96.77 ％） （97.90 ％） （101.17 ％） （99.72 ％） （103.05 ％） （101.86 ％） （100.00 ％）

※数値は事業年報による

費　用　額

平成２９年度

平成３０年度
一
般
被
保
険
者
分

令和元年度

受　診　件　数

被保険者数（人）年　度区分
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４（2） 一人当たり医療費の推移

被保険者数 対前年 被保険者数 対前年 被保険者数 対前年 被保険者数 対前年 被保険者数 対前年 被保険者数 対前年

155,016人 100.16% 153,540人 99.05% 150,445人 97.98% 145,738人 96.87% 141,335人 96.98% 136,766人 96.77%

※被保険者数は、一般被保険者の３月～２月平均で算出。同様に、費用額は、療養給付費の３月～２月診療分で集計。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

一般被保険者数
の推移

56,714,788千円

59,595,521千円

58,906,175千円 58,242,361千円

57,193,009千円 57,034,664千円

365,864円

388,143円
391,546円

399,637円
404,663円

417,024円

300,000円

320,000円

340,000円

360,000円

380,000円

400,000円

420,000円

440,000円

50,000,000千円

52,000,000千円

54,000,000千円

56,000,000千円

58,000,000千円

60,000,000千円

62,000,000千円

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

一人当たり医療費の推移（一般被保険者分）

費用額 一人当たり医療費

費用額 1人当費用額
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（ア）国保加入者の構成及び医療費の状況（一般被保険者）

対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比

96.98% 96.36% 97.79% 105.59%

98.20% 100.05% 97.10% 102.56%

96.77% 96.72% 96.83% 104.48%

99.72% 100.65% 99.16% 107.16%

（イ）１人当たり費用額の推移（年齢区分別）（一般被保険者）

対前年度比 対前年度比 対前年度比 対前年度比

101.26% 103.84% 99.29% 97.13%

103.05% 104.06% 102.41% 102.57%

 

平成30年度
141,335 人 79,716 人 

令和元年度
136,766 人 77,103 人 59,663 人 34,152 人 

４（3）　年齢区分別加入者数・費用額

全　体 （再掲）65歳未満

57,193,009 千円 21,699,308 千円 

（再掲）65歳以上
(前期高齢者)

（再々掲）７０歳以上

61,619 人 32,687 人 

21,840,872 千円 35,193,792 千円 22,290,244 千円 

35,493,701 千円 20,799,980 千円 

（再掲）65歳以上
(前期高齢者)

（再々掲）７０歳以上

（再掲）65歳未満

平成30年度 404,663 円 272,208 円 576,019 円 

全　体

 ※ 各年度の上段は３月末～翌年２月末現在の被保険者数の平均値で、下段は３月診療～翌年２月診療の医療費の合計値。

57,034,664 千円 

令和元年度 417,024 円 283,269 円 589,876 円 652,678 円 

636,338 円 

417,024 円

283,269 円

589,876 円
652,678 円

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000

全 体 （再掲）65歳未

満

（再掲）65歳以

上

(前期高齢者)

（再々掲）７０歳

以上

一人当たり費用額平成30年度 令和元年度
費用額（円）

-10-



 ⼝座振替率推移 （単位 ％）

H27 H28 H29 H30 R元

⼝振率 47.56 48.01 47.79 47.99 47.64

５． 

 

納期限内納付を推進するために、口座振替の利用世帯増に向けての窓口・電話勧奨事業や

コンビニ収納を周知する広報を行うとともに、初期滞納者への電話催告の強化、捜索を含む滞

納処分の徹底など、これまで一定の成果をあげてきた各種取組を充実・強化して実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○転入等、国民健康保険加入時における推進 （区役所等窓口） 

口座振替原則化を踏まえた啓発用チラシ等を勧奨用クリアファイルに入れ配布し、 

加入と同時の口座振替申請を促進 

○電話による口座振替勧奨 （料金課） 

国保加入後半年程度を経過した口座振替未登録世帯に対し、電話により口座振替勧奨を実施 

 

 

 

 

 

 

 

○口座振替及び納付書による納付に加え、平成２６年 7 月よりコンビニ収納の開始 

  納付のしやすい環境により、コンビニ収納の割合が年々増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現年      11
年連続上昇中 

滞納繰越分について
は、7 年連続上昇中 

 

区分 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度
現年度分 88.2% 88.9% 89.2% 89.5% 89.9% 90.7% 91.7% 91.9%
滞納繰越分 20.8% 21.4% 22.1% 24.2% 25.0% 27.0% 30.4% 30.6%

-11-



 

 

 

〇滞納が累積する前に早期に文書・電話催告を実施。 

   引き続き財産調査も強化し、生活実態を把握することにより資力に応じた速やかな滞納整理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○生活実態を見極め、速やかに滞納処分を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○岡山市寄り添いサポートセンターや弁護士等との連携 

     納付相談を受けるなかで、多重債務等で苦しい場合などは、支援員や弁護士と連携して生活再建の

観点から納付できる環境へ改善していく。 

      

電話勧奨（納付・口座）実績

納付約束 納付済 納付困難･拒否 ⼝座勧奨等 不在･不通 伝⾔･留守電

R元年度 5,175 1,690 89 601 2,795 14,863 8,771 6,092 20,038
H30年度 5,251 1,584 73 848 2,746 18,730 11,068 7,662 23,981

増　減 ▲ 76 106 16 ▲ 247 49 ▲ 3,867 ▲ 2,297 ▲ 1,570 ▲ 3,943

(単位:件)

接触計 （内　訳） 非接触計 （内　訳） 合　計

差押実績

差押⾦額
不動産 預貯⾦ ⽣命保険 給与 年⾦ その他 （千円）

R元年度 2,512 42 1,882 222 182 149 35 598,777
H30年度 2,887 111 2,001 447 183 113 32 655,823
H29年度 2,073 162 1,312 470 46 56 27 695,659
H28年度 1,468 167 785 464 21 13 18 475,838
H27年度 1,043 203 515 280 11 17 17 355,261

＊  他･･･還付⾦ 出資⾦ 捜索 差押  動産等

(単位:件)

差押件数
（内　訳）

換価実績（実際 保険料 充当  実績）

換価⾦額
預貯⾦ ⽣命保険 給与 年⾦ その他 交付要求 （千円）

R元年度 4,209 1,852 127 1,327 707 130 66 173,408
H30年度 3,237 1,845 147 670 428 76 71 163,532
H29年度 1,785 1,170 124 178 178 84 51 100,859
H28年度 1,072 706 103 74 107 33 49 65,571
H27年度 828 538 93 63 72 17 45 64,107

換価件数
（内　訳）

(単位:件)

財産調査実績
預⾦ ⽣命保険     給与 年⾦

R元年度 25,632 1,474 1,194 280
H30年度 19,423 1,082 1,300 107

増　減 6,209 392 ▲ 106 173

(単位:件)

-12-



平成20年4⽉から「⾼齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、40歳から74歳の⽅を対象に、⽣活習慣病予防を⽬的とし
た特定健康診査・特定保健指導を実施している。

H30政令市平均 H30全国平均

29.5% 37.9%

15.2% 28.9%

【特定健康診査】
健診期間︓6⽉〜12⽉
⾃⼰負担︓500円（40歳・50歳・60歳・66歳は無料）
検査項⽬︓⾝体測定・⾎圧測定・⾎液検査・尿検査・（⼼電図検査・眼底検査・貧⾎検査︓医師が必要と判断した場合）

【特定保健指導】
対象者︓特定健康診査の結果から、メタボリックシンドロームが疑われ⽣活習慣病の発⽣リスクが⾼い⽅
⾃⼰負担︓無料
指導内容︓専⾨家（医師・保健師・管理栄養⼠）による⽣活習慣改善に向けた⾷事や運動等の指導
○動機付け支援・・・原則１回面接による支援 → 3か⽉後実績評価
○積極的支援・・・・初回面接後、３〜6か⽉の継続した支援 → 実績評価

実績（法定報告） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

特定健診受診率 28.0% 28.6% 29.1% 30.5% R2.11確定

特定保健指導実施率 9.3% 6.1% 8.7% 8.5% R2.11確定

２ 特定健康診査・特定保健指導の推進

◆医療費適正化対策◆
１ 医療費適正化のための連携
○国保保健事業WG会議︓国保保健事業を関係課と協⼒して推進するためにWGを開催
○協会けんぽとの連携事業検討会議︓集団健診等連携する事業や実施体制等を協議するための会議を開催
○⾼齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る庁内連携会議
︓庁内連携体制を整備し、各課での実施事業や課題等データ分析を⾏ったうえで基本⽅針を策定（R２年度予定）
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①特定健康診査受診率向上対策

●電話による健診受診勧奨（平成27年度〜）
6⽉︓60歳・66歳の国保新規加⼊者へ個別電話勧奨実施（331件）
10⽉︓40歳で健診未受診者へ個別電話勧奨実施（551件）

●特定健診未受診者への受診勧奨はがき送付（平成23年度〜）
60歳代の特定健診未受診者へはがきを送付し受診を促した（29,116件）

●協会けんぽと連携した集団健診の実施（平成28年度〜）
対象︓特定健診未受診者のうち40歳・50歳
ふれあいセンター等の会場で特定健診の集団健診と乳がん検診を実施（53人受診）

●受診者プレゼントキャンペーン（健診へGOキャンペーン）の実施（平成28年度〜）
特定健診受診者の中から抽選で市内事業者から提供のあった健康グッズ等景品をプレセント（633人）

●検査結果提供事業（平成28年度〜）
職場健診や人間ドック等の健診、医療機関で治療のために受けた検査のうち
特定健診に相当する検査結果の提供

H30年度 R1年度
個人からの提供 627 581

医療機関からの提供 119 133

【検査結果提供件数】

●節⽬年齢の⾃⼰負担無料化（平成28年度〜）
節⽬年齢︓40・50・60・66歳

●節⽬年齢を除く⾃⼰負担額ワンコイン化（平成30年度〜）
40歳から69歳までの⾃⼰負担額を2,050円から500円に
70歳から74歳までの⾃⼰負担額を510円から500円に
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健診
データ

AI解析

リスク
算出

リスクの
⾒える化

生活習慣
改善に取
り組む

健康を
獲得

健康リスクの⾒える化
健診結果からメタボなど将来の健康リスクを⾒える化する

ことで、健康に関する意識を⾼める。
ICTを活用したサービス
地域資源や健康情報をＩＣＴを活用して提供し、継続的な

健康増進活動を支援する。

●AIを活用した健康⾒える化事業（令和元年度〜）

健診結果や⽣活習慣などからAIが将来の健康リスクを算出し、スマートフォンアプリを活用して、一人ひとりに適した⽣活習慣改
善メニューを提示し特定保健指導を実施

R1年度実績︓特定保健指導対象者のうち希望者37人が利用

②特定保健指導実施率向上対策
●特定健診の結果説明に引き続く特定保健指導（初回面談）の実施（平成24年度〜）
健診結果説明と同時に保健指導を開始することで実施率向上を図る H30年度 R1年度

利用人数 170 172
実施機関 13 11

【結果説明に引き続く保健指導実施状況】

令和2年度は、⽣活習慣病予備群（特定健診結果において⾎圧・⾎糖・脂質のいずれかの数値が基準値を超えた者）を事業対象者
に加え利用者数の増加を⾒込む。また、⽣活習慣病予備群へ早期介⼊することで疾病予防を図る。
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●⽣活習慣病重症化予防訪問事業（平成26年度〜）
特定健診結果で医療受診勧奨域にある人を保健師が訪問し、健康相談等により早期治療に結びつける
特定保健指導対象者には利用勧奨実施
実施者数︓98人

●糖尿病対策⻭周病検診促進事業（平成29年度〜）
⻭周病と糖尿病は互いに互いを悪化させる悪循環を⽣むことから、前年度の健診結果で⾎糖値が基準を超えた人に⻭周病検診無料

クーポンを送付し受診を促す
対象︓40・45・50・55・60・65・70歳

●糖尿病性腎症重症化予防（平成30年度〜）
健診未受診者のうち、糖尿病治療中断者・未治療者へ受診勧奨実施（14人）

【受診数】

３ ⽣活習慣病重症化予防

⻭周病
悪化

糖尿病
悪化

噛みに
くい⾷
品を避
ける

インス
リンの
働きが
低下

⾎糖値
悪化

唾液の
分泌量
が減少

免疫⼒
低下

細菌が
増殖
⻭周病

⻭⾁が
うっ⾎

糖尿病
になり
やすい
⾷⽣活

当年度の特定健診が未受診、かつ直近6か⽉に糖尿病治療薬の処⽅がなく、以下のいずれかに該当する者

未治療者等 前年度から過去3年の健診結果でHbA1cが7.0％以上かつ尿たんぱく（＋）以上の者

治療中断者 レセプトより糖尿病治療薬の処⽅があった者

【対象者】

H30年度 R1年度

受診数 370 343
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縦覧・横覧・突合点検の電子化や
システム抽出機能を活用した点検を実施

【レセプト点検の効果】
＊縦覧点検︓同一傷病について複数⽉のレセプトを照合し点検すること

＊横覧点検︓⼊院と外来のレセプトを照合し点検すること

＊突合点検︓同一⽉で医科・⻭科・調剤レセプトを照合し点検すること

５ レセプト点検の充実

●広報・啓発
パンフレット、広報紙などの媒体を活用した情報発信
ジェネリック医薬品希望シールを作成し、被保険者証更新時に全世帯へ送付

●差額通知発送（平成24年度〜）
ジェネリック医薬品を利用した場合の⾃⼰負担額の軽減可能額を通知（年３回）

４ ジェネリック医薬品の普及啓発
【ジェネリック医薬品普及率】

H29年度 H30年度 R1年度
効果額 63,810千円 81,614千円 86,025千円

令和2年度
8⽉ 5,500件
10⽉ 1,500件
1⽉ 1,500件 送付予定

H29年度 H30年度

切替率 13.4% 15.2%

【差額通知による切替率】

H29年度 H30年度 R1年度
普及率 66.6% 70.5% 74.0%
県平均 66.1% 70.2% 73.6%
県内順位 13位 11位 11位
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●重複・頻回受診者適正受診啓発
レセプトデータから対象者を抽出し、適正受診の啓発や健康相談を実施

●医療費通知発送
健康に対する認識や健康管理のため年４回送付

区分 重複受診 頻回受診 重複・多剤投与者

対象者数（実人数） 6 192 8

実施人数
（延べ人数）

文書照会 6 192 8

健康相談 0 4 0

【R1年度重複・頻回受診実績】

重複受診者 ３か⽉連続して、１か⽉に同一疾病での受診医療機関が３
か所以上

頻回受診者 ３か⽉連続して、１か⽉に同一医療機関での受診が１５回
以上

重複・多剤投与者 重複受診者のうち、３か⽉連続して、１か⽉に同一薬剤又
は同様の効能・効果を持つ薬剤を複数の医療機関から処⽅

【対象者】

６ 適正受診の推進

●柔道整復療養費適正化事業
・被保険者へ文書による照会を⾏い、啓発リーフレットを
同封し適切な施術の周知を図る

・施術所の指導等を実施
【対象者】多部位・⻑期・頻度が⾼い傾向がある

同一施術所における同一患者の負傷と治癒等を繰り返す
（いわゆる『部位転がし』） など

・委託による縦覧点検を実施し照会を⾏う
【対象者】⻑期施術

3か⽉連続で⽉10日以上の頻回受診
3か⽉連続で実日数5日以上かつ３部位以上の受診

令和2年度から照会にかえて『療養費通知』を送付
申請件数 問合せ件数 返戻件数 ⾦額（返戻分）

35,800 991 23 98,120円

【R1年度実績】
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１：新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金の支給について

１．主旨
国保制度は、様々な就業形態の被保険者が加入しており、「傷病手当金」については、保険財政上余裕がある

場合などに、自主的に条例等を制定して行うことができる任意給付とされている。
しかしながら、新型コロナウイルス感染症対策については、国内で感染が拡大しつつあり、その更なる感染拡大

をできる限り防止するためには、労働者が感染した場合（発熱等の症状があり感染が疑われる場合を含む。）に
休みやすい環境を整備することが重要である。
そのため、国において、国内の感染拡大防止の観点から、保険者に傷病手当金の支給を促すとともに、国が緊

急的・特例的な措置として当該支給に要した費用について財政支援を行うこととなった。

２実施概要
（１）対象者

給与等の支払いを受けている被保険者（非常勤やパート、アルバイトなど非正規雇用者等）が療養のため
労務に服することができないとき（新型コロナウイルス感染症に感染したとき、又は発熱等の症状があり感染
が疑われるときに限る）

（２）支給対象となる日数
労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服することができない期間

のうち就労を予定していた日

（３）支給額
１日当たりの支給額［＝（直近の継続した３月間の給与収入の合計額÷就労日数）×（２／３）］
×支給対象となる日数

令和2年8月6日
国 保 年 金 課

１
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（４）適用期間
令和２年１月１日〜９月３０日の間で療養のため労務に服することができない期間（ただし、入院が継続する
場合等は健康保険と同様、最⻑１年６月まで）

（５）申請手続
医療機関、事業主を通じて支給に必要な条件を証明してもらい、それを申請書に添付して申請する。
令和２年６月２２日（月）からコールセンターを設置し、郵送でのやり取りを基本とする。

医療機関

就労不能な所見等

事業主

就労日、賃金等

証明 証明世帯主
申請書

（申請例）

２

（６）条例改正等
・令和２年５月臨時議会において条例改正
・５月補正予算額 11,200千円（傷病手当金）

（７）周知、広報等
市⺠のひろば（6月号）、ホームページに掲載など
８月から一⻫更新される被保険者証にチラシを同封

【7/22時点の状況】
問合せ件数 ４件
申請済件数 ０件
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1/4 

岡山市国民健康保険条例（昭和３６年岡山市条例第２１号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○岡山市国民健康保険条例 ○岡山市国民健康保険条例 

昭和３６年４月１日 昭和３６年４月１日 

市条例第２１号 市条例第２１号 

第１条～第２７条（略） 第１条～第２７条（略） 

附則 附則 

（施行期日） （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 第１条 この条例は，公布の日から施行する。 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） （公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の特例） 

２ 当分の間，世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同一世

帯所属者が，前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得（以下「公的年金等所得」という。）について同条第４項に規

定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）

の控除を受けた場合における第１６条の規定の適用については，同条第

１項第１号中「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（」とある

のは「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条

第３項に規定する公的年金等に係る所得については，同条第２項第１号

の規定によつて計算した金額から１５０，０００円を控除した金額によ

るものとし，」と，「同法第３１３条第３項」とあるのは「地方税法第

３１３条第３項」とする。 

第２条 当分の間，世帯主又はその世帯に属する被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が，前年中に所得税法第３５条第３項に規定する公的年金

等に係る所得（以下「公的年金等所得」という。）について同条第４項

に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限

る。）の控除を受けた場合における第１６条の規定の適用については，

同条第１項第１号中「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（」

とあるのは「第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（所得税法第

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得については，同条第２項

第１号の規定によつて計算した金額から１５０，０００円を控除した金

額によるものとし，」と，「同法第３１３条第３項」とあるのは「地方

税法第３１３条第３項」とする。 
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2/4 

（平成２２年度以降の保険料の減免の特例） （平成２２年度以降の保険料の減免の特例） 

３ 当分の間，平成２２年度以降の第２０条第１項第４号に規定する保

険料の減免に関する同号の規定の適用については，同号中「該当する

者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限る。）」

とあるのは，「該当する者」とする。 

第３条 当分の間，平成２２年度以降の第２０条第１項第４号に規定す

る保険料の減免に関する同号の規定の適用については，同号中「該当

する者（資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限

る。）」とあるのは，「該当する者」とする。 

（新設） （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金）

 第４条 給与等（所得税法第２８条第１項に規定する給与等をいい，賞与

（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以下同じ。）

の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服することができな

いとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染したと

き又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）

は，その労務に服することができなくなつた日から起算して３日を経過

した日から労務に服することができない期間のうち労務に就くことを

予定していた日について，傷病手当金を支給する。 

 ２ 傷病手当金の額は，１日につき，傷病手当金の支給を始める日の属す

る月以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労

日数で除して得た金額（その額に５円未満の端数があるときは，これを

切り捨て，５円以上１０円未満の端数があるときは，これを１０円に切

り上げるものとする。）の３分の２に相当する金額（その額に５０銭未

満の端数があるときは，これを切り捨て，５０銭以上１円未満の端数が

あるときは，これを１円に切り上げるものとする。）とする。ただし，
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3/4 

健康保険法第４０条第１項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の

標準報酬月額の３０分の１に相当する金額の３分の２に相当する金額

を超えるときは，その金額とする。 

 ３ 傷病手当金の支給期間は，その支給を始めた日から起算して１年６月

を超えないものとする。 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金

と給与等との調整） 

 第５条 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状が

あり当該感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部

を受けることができる者に対しては，これを受けることができる期間

は，傷病手当金を支給しない。ただし，その受けることができる給与等

の額が，前条第２項の規定により算定される額より少ないときは，その

差額を支給する。 

 第６条 前条に規定する者が，新型コロナウイルス感染症に感染した場

合において，その受けることができるはずであつた給与等の全部又は

一部につき，その全額を受けることができなかつたときは傷病手当金

の全額，その一部を受けることができなかつた場合においてその受け

た額が傷病手当金の額より少ないときはその額と傷病手当金との差額

を支給する。ただし，同条ただし書の規定により傷病手当金の一部を

受けたときは，その額を支給額から控除する。 

 ２ 前項の規定により市が支給した金額は，当該被保険者を使用する事

業所の事業主から徴収する。 
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以下略 以下略 

 附 則 

 １ この条例は，公布の日から施行する。 

 ２ この条例による改正後の附則第４条から第６条までの規定は，傷病

手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から規則で定める日まで

の間に属する場合に適用する。 

  

 

-24-



資料１
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２．新型コロナウイルス感染症の影響により収⼊が減少した被保険者に係る国⺠健康保険料の
減免について（概要）

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和2年4⽉7日閣議決定）において、「感染症の影響により一定
程度収⼊が下がった⽅々等に対して、国⺠健康保険の保険料の免除等を⾏う。」とされており、国が当該減免に要
した費用について財政支援を⾏うこととなった。
国⺠健康保険は、⾃営業者、短時間労働者、フリーランスなど他の社会保険の適用が無い⽅が加⼊しており、

新型コロナウイルス感染症により、特に、こうした事業収⼊がある⽅について収⼊減の影響が⾒込まれる。
このため、国の基準に基づき本市の減免規程等を改定し、速やかに対応できるよう準備を進めることとする。

（１）新型コロナウイルス感染症 により、主たる⽣計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った世帯

1. 主旨

２．対象世帯

（２）新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる⽣計維持者の事業収⼊、不動産収⼊、⼭林収⼊又は給与⼊
⼊の減少が⾒込まれ、次の①〜③にすべて該当する場合

①事業収⼊等の減少額が前年の当該事業収⼊等の額の10分の3以上であること。

②前年の合計所得⾦額が1,000万円以下であること

③減少することが⾒込まれる事業収⼊等に係る所得以外の前年の所得の合計額が400万円以下であること。

令和2年8月6日
国保年金課
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注︓事業等の廃⽌や失業の場合には、 前年
の合計所得⾦額にかかわらず、対象
保険料額の全部を免除する。

３．減免割合等

前年の合計所得⾦額 減額⼜は免除の割合（ｄ）

300万円以下であるとき 全部

400万円以下であるとき 10分の8

550万円以下であるとき 10分の6

750万円以下であるとき 10分の4

1000万円以下であるとき 10分の2

（１）（死亡又は重篤な傷病を負った世帯）：全額
（２）（事業収入等の減少が見込まれる場合）：前年の合計所得金額に応じた割合（下表）で、対象保険料※１

について減免を行う。

４．減免の対象となる保険料
減免の対象となる保険料は、令和元年度分及び令和2年度分の保険料であって、令和2年2月1日から
令和3年3月31日までの間に納期限が設定されているものとする。

対象保険料額（A×B／C）

A︓当該世帯の被保険者全員について算定した保険料額
B︓減少することが⾒込まれる事業収⼊等に係る前年の所得額
C︓被保険者の属する世帯の主たる⽣計維持者及び当該世帯に属する全ての被保険者につき算定した前年の合計所得⾦額

※１ 対象保険料とは・・・
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５．条例改正等
・令和２年６月に減免基準を制定（国の基準どおり）
・５月補正予算額 11,381千円（コールセンター開設、申請書郵送料、人件費等）

６．実施時期
令和２年６⽉１９日（⾦）減免受付開始
令和２年６⽉２２日（⽉）からコールセンターを設置

７．申請方法等
申請書はホームページからのダウンロード、もしくはコールセンターに電話して取り寄せ。
収⼊状況等を証する書類を付して申請する。郵送でのやり取りを基本とする。

８．周知、広報等
広報誌（6⽉号、７⽉号）、ホームページ、市公式SNS（Facebook、LINE、twitter）、
保険料納⼊通知書へ同封するチラシへの記載など
その他、新聞２紙、TV1社、ラジオ1社でも報道されています。

【7/22時点の状況】
問合せ件数 コールセンター 843件

申請書郵送件数 486件
申請済件数 292件

-29-



  
 

     
 

 
   

 
 

 
 

 
 

 

  
  

      

 

     

-30-



  
 

 
 

 
 

  

 
 

  
      

 
 

  
 

 

 
  
 

   
      

   
       

   

     
 

 
    

 

    

-31-



  
 

 
     

 
 

 
 

 

 
  

 
 

 
   

     
        
        
        
         

 

 
   

     

 

 
 

 
 

 
 

-32-



  
 

     

  

 
  

 
 

  

 
    

    
 

    
    

  
 

     

 
     

 
  

-33-



  
 

 
 

 
 

  

 
 

  
     

 
 
  

 
 

 
 

 
  

 
  

  
 

  
 
 

-34-



  
 

 
  

  
  
  

 
 
     

  
 
  

 
 

   
    

 
    

    
 

      
  

  
 

     

-35-



492 494 482 481 

459 

423 

400

420

440

460

480

500

３月 ４月 ５月

費
用
額
（
千
万
）

療養給付費用額

令和元年 令和２年

35,656 
35,438 

34,693 

35,955 

34,038 

31,444 

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

３月 ４月 ５月

療養給付における一人当たり費用額 (円)

令和元年 令和２年

1.96 1.93 
1.86

1.87
1.70 1.58

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

３月 ４月 ５月

療養給付における受診率

令和元年 令和２年

療養給付費の受診率について3月診療分から減少傾向にあり、
特に5月分は、対前年同月比で、８５％となっている。

あわせて、総費用額、一人当たり費用額についても大きく減少
している。

次ページ以降では、療養の給付の入院、外来、歯科、調剤別の
状況を示す。

直近の医療費の状況について（速報版） 令和2年8月6日
国 保 年 金 課
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調剤 受診率

令和元年 令和２年
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0.28 0.26

0
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0.5

３月 ４月 ５月

歯科 受診率

令和元年 令和２年

0.38 0.37 0.38
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0.35 
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0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0.45

0.5

３月 ４月 ５月

医科入院 受診率

令和元年 令和２年

1.21 1.21 

1.13

1.13 1.03 

0.93

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

３月 ４月 ５月

医科外来 受診率

令和元年 令和２年

療養の給付費 受診率（件/人）の状況
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療養の給付費 費用額の状況
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14,000
14,500
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３月 ４月 ５月

医科入院 一人あたり費用額 (円)
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10,711 
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３月 ４月 ５月

調剤 一人あたり費用額 (円)

令和元年 令和２年

療養の給付費 一人あたり費用額の状況
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